
原子力防災と安定的な電力供給に関する申し入れ

関西地域では、原発に係る国の新しい安全基準が示されないなか、「暫定的な安全判断

であることを前提に、限定的」に再稼働した大飯原発からの電力を受ける一方、平成２２

年度比１０％以上という節電目標を掲げ、最悪の事態ともいえる計画停電が実施されるこ

となく、今夏の厳しい電力状況を乗りきった。

この間、政府においては、原子力規制委員会が 9 月 19 日にようやく発足し、現在その

もとで、新しい原子力災害対策指針や原発に関する新しい安全基準の策定が進められてい

る。原子力災害対策指針については、本月中に、ＵＰＺ等「原子力災害対策を重点的に実

施すべき区域」の設定の目安は明示されるものの、重要事項の多数は今後順次検討してい

くこととされている。原発に関する新しい安全基準の策定についても、来年度になるとい

われている。

また、ＵＰＺの区域を含む全ての地方公共団体が原子力災害に係る地域防災計画の策定

を求められ、災害発生時には広域避難など大きな影響を受けることになるにもかかわらず、

これら地方公共団体と、原子力事業者や国との間での安全体制や防災対策に係る協議の体

制が十分整っているとはいえない。

こうした状況は、原発の安全確保を第一義に、節電や新エネルギーの導入を推進し、こ

れに基づいて原発の安全対策や将来のエネルギー政策の明確化などを繰り返し政府に求

めてきた関西広域連合の取り組みに、十分に応えているとはいえない。

そのようななか、まもなくエネルギー需要が増加する冬を迎えることとなり、改めて原

発の安全確保と防災対策、並びに安定的な電力供給について、早急な対応が求められる。

政府におかれては、一層のスピード感を持って、下記事項について適切に対処するよう、

強く要請する。

記

１ 原発の安全確保と防災対策の確立

（１） 原子力発電所に関する新しい安全基準を早急に示すこと

（２） 大飯原発の再稼働は、「暫定的な安全判断による限定的なもの」であることから、

新しい安全基準に基づく再審査を早急に行うこと

（３） 大飯原発敷地内の活断層調査を適切に行い、科学的に安全性を判断すること

（４） 平常時の備えから緊急時の対応に至る全ての重要事項が網羅された原子力災害対

策指針を早急に策定するとともに、指針に基づく早急な対策及びそれに必要な財政

措置を講じること

（５） ＵＰＺの区域を含む地方公共団体について、原子力事業者との間で安全体制や防

災対策に係る協定の締結を進めるよう、国として事業者を指導するとともに、これ

らの地方公共団体と国や事業者との間で平常時から情報連絡や意見交換ができる

法的な仕組みを構築すること

２ 安定的な電力供給の確保

（１） 今冬の電力の需給見通しについて、国民生活や産業分野での節電の定着状況等を

精査した上で、早急に明らかにすること

（２） 今冬の電力需給見通しを踏まえ、数値目標の検討など節電の目標を明確にし、国

民への節電の呼びかけを行うこと

（３） 西日本全体で電力の融通や節電等について取り組むための協議の場の設定を検討

すること
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